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岩手の 県立病院 再建へ3
仮設診療所に入院機能も知事が表明

東日本大震災で被災した岩手県の山田、大槌、高田の３県立病院について、達増知事は「再建

を基本としつつ検討する」と、１０月１３日の県議会本会議で答弁しました。また、高田病院の

仮設診療所に入院機能を整備する方針も表明しました。

岩手県沿岸部の山田町、大槌町、陸前高田市にあって、地域医療の重要な役割を担ってきた３

県立病院の早期再建を多くの住民が求めていました。また、津波被害で全壊した高田病院は７月

２５日から仮設診療所を開設し外来診療をしていますが、医療関係者からは「入院が必要な患者

が毎日きている。入院機能が必要」との切実な声があがっていました。

福島県議会が原発「廃炉」の請願採択
福島県議会は９月定例会最終日の１０月２０日、新日本婦人の会県本部が提出していた、県内

にある原発１０基すべての廃炉を求める請願を採択しました。

東京電力は、福島第１原発６基のうち１～４号機の廃炉は明言しましたが、５・６号機および

第２原発６基については明らかにしていません。県は「再稼働はあり得ない」という態度です。

採決では、県議５３人のうち５人が退席し、残る４８人の賛成で採択されました。

あんぽ柿の全面賠償 東電が確約

百人超す生産者が交渉福島県北農民連主催

福島県北農民連は１０月２４日、原発事故の影響で加工・出荷が自粛されている伊達地方の特

産あんぽ柿の賠償について、伊達市内で東京電力と直接交渉をしました。

交渉には百人を超える生産者が参加。１１月１５日までに請求した賠償支払いを１２月中旬ま

でに済ませること、柿の廃棄費用などを賠償することなどを要求しました。

東電側は、あんぽ柿は特例として１２月２０日ごろまでの短期に賠償金を支払うこと、損害量

は過去最高の数量とすること、廃棄費用も賠償することなど、全面賠償を確約しました。
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水産特区の撤廃求める請願を不採択

自公民が反対 共産、社民は賛成宮城県議会

宮城県漁業協同組合が提出していた「水産業復興特区創設の撤回を求める請願」が１０月１８

日、宮城県議会本会議で採決され、出席５８議員のうち賛成２０、反対３７、無効１で不採択に

なりました。政党では共産党２人と社民党４人が賛成。自民党、改革みやぎ（民主党 、公明党）

は賛否が分かれ、自民３０人、改革みやぎ３人、公明３人が反対しました。

県漁協が提出した同請願は、１０月１４日の産業経済委員会で審議され、自民党の３人は反対

しましたが、共産党、社民党、改革みやぎ（民主党）の２人、自民党の２人が賛成し、採択され

ましたが、本会議の採決で逆転不採択になったものです。

◇

村井嘉浩宮城県知事が提案している「水産特区」は、漁業権を民間企業に認めるもので、全国

災対連は厳しく批判し 「東日本大震災の被災者救援・生活再建。復興の第一次提言」の中で次、

のように提起しています。

１，被災者・被災地が主人公の生活再建・復興と国の責任による全面的な支援

東日本大震災の復興にとって最も大事なことは、阪神淡路大震災の最も苦い教訓を繰り返さな

いことです。今回も大震災に便乗した道州制や復興特区の導入、大規模防災投資、消費税増税、

社会保障の後退・抑制、さらなる構造改革、 参加などを推進する「復興計画」の動向が強まTPP
っています。次の基本的な方向で被災者の生活再建と復興を行うことが必要です。

１）今こそ阪神淡路大震災の教訓を生かして、被災者の「自己責任」ではなく、被災者の生存権

、 、など憲法で保障された基本的人権の立場に立った救援・生活基盤の回復 被災地の自治と参加

被災者主人公の条件整備など民主主義を最も大切にした被災地復興にしていくこと。

２）阪神淡路大震災のような上からの

押しつけの復興計画ではなく また 創、 「

造的復興」と称する大手ゼネコン中心

の大規模開発事業ではなく、人間とし

ての被災者の生活・営業・労働の復興

や日本の地方自治及び地域経済の発展

・展望を示すこと （以下略）。

◇

先日開催された全国交流集会の記念

講演（写真）で宮入興一・愛知大学教

、 「 」 、授は 宮城県の 復興計画 について

復旧 にとどまらない抜本的な 再「『 』 『

構築 、現代社会の課題を解決する先』

進的な地域づくり、壊滅的な被害からの地域モデル、などを掲げており、集権・官僚的な『新自

』 、『 』 」 。 、由主義・構造改革型復興 であり 災害資本主義 の最たるものだ と批判しました そして

これを許すかどうかは、県民と全国の今後の運動にかかっていると述べました。


